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高大接続の実現に向けた様々な試みの一環として，大学入試に英語の 4技能テストを導入するこ

と，および民間の資格・検定試験を活用すること等が文部科学省において議論され，今後への見通

しが公表されています。日本言語テスト学会は 1996年の創立以来，テストの適切な作り方・使い方

等の実践的な課題だけではなく，学習・教育評価の検証方法，さらに広く大学入試のあり方を含め，

教育現場および社会への啓蒙に努めてきました。今回の一連の改革の流れにおいては特に特別委員

会を設置し，議論の結果を意見書としてまとめ，本年 1月 4日付で文部科学省に提出しました。本

稿は，より広い読者層を想定し注釈を加えながら提言全文を紹介するものです。なお，本誌掲載に

あたっては，分かりやすさを優先し表現を若干修正したところがありますが，主旨は変わるところ

がありません。 

 

「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）における英語テストの扱いに対する提言」 

1. 序 

平成 28年 8月 31日に，高大接続改革について文部科学省より発表された文書において，「大学入

学 希 望 者 学 力 評 価 テ ス ト （ 仮 称 ）」 の 進 捗 状 況 が 発 表 さ れ

（http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/28/08/1376777.htm），平成 29（2017）年度初頭に「実施方針」

が策定されるという見通しが明らかにされた。日本言語テスト学会は，高大接続改革において大学

入試に４技能テストを導入する方向性についてここに支持を表明し，その中心的な改革である大学

入学希望者学力評価テスト（仮称）における英語テストとそれに関連する諸問題に対して以下の提

言をする。 

 

2. 大学入学希望者学力評価テスト（仮称）における英語テスト 

(1) 透明性の高い手続き 

民間の資格・検定試験を活用する際に，国（大学入試センター）が認定を行うとあるが，その認

定の手順を明確化すべきである。その際，以下の 2点の実施を提案する。 

i. テストの実行可能性だけでなく，テストの質(注1)
 も十分検討した上で決定を行うこと。 

ii. 認定の手順を策定する際には，言語テスト研究者を複数名配置し，最新の言語テスト研究の

成果(注2) を反映した，透明性が高いものにすること。 

(2) 情報公開 

民間の資格・検定試験に関して，以下の 3点の実施を提案する。 

i. 民間の資格・検定試験はそれぞれ，テストの目的，測定対象能力及び受験対象者が異なるケ

ースが多い(注3)。このことを，テスト使用者（スコアを利用する各大学，受験者，その他大学

入試に関わる者）に周知徹底すること。 



 

ii. テスト機関は，テストの目的と測る能力，採点基準や採点方法，また作成・実施方法やテス

トの適切な使用法など，テストを選ぶ際に欠かせない詳細な情報を公表すること。特に，学

習指導要領にどのように準拠しているテストなのかを明示すること(注4)。 

iii. 文部科学省主導で，テスト使用者とテスト機関に上記 i および ii の徹底を明確に要請するこ

と。 

(3) 大学入試における選抜に関する考慮点 

i. スコア換算表の扱い 

複数の民間の資格・検定試験を認定する場合，現行案ではスコアを換算表で比較することが

前提とされている。しかし，各テストは測る能力が異なるため，テスト間でスコアを直接比

較したり，そこに現れる細かな差を一般的な英語力の差と解釈したりすることは適切ではな

い。文部科学省においては，このような制約について明示し，適切なテスト結果の解釈と使

用をテスト使用者側に要請すること 
(注5)。 

ii. 各大学のニーズやアドミッション・ポリシーとテストの関連づけ 

各大学は，それぞれのニーズやアドミッション・ポリシーに対して体系的な分析を十分行った

上で，それをふまえたテストを選定し，テスト結果を適切に活用すること。文部科学省は，適

切なテストの選定と結果の活用のための具体的な手順を，言語テスト研究の知見を十分にふま

えながら提案すること(注6)。 

(4) 公正な機会 

受験者に関して，経済格差や地域格差，障害等による受験機会の不平等が生じないよう，引き

続き具体的な対処策を検討・実行すること。特に，地域格差については，地方によって受験で

きるテストが限られ，たとえ受験が可能であっても，そのためにかなりの時間と費用が必要に

なることを理解した上で，公平な機会を提供すべく支援や改善すること (注7)。 

(5) テストおよび試験制度の改革のみに頼らない方策 

これまでの波及効果の実証研究を概観すると，4 技能テストを導入するだけでは，高校の英語

教育改善につながるとは限らないことが予測される(注 8)。これらの研究の知見を十分鑑み，よ

り良い波及効果を起こすような方策(注9)
 を策定し，実行すること。同時に，英語教育の改善を

テスト改革のみに頼るのではなく，教員の指導力向上を目指す教員養成・教員研修の強化を実

現するため，以下の 2点を行うこと。 

i. 言語テスト研究における成果を十分反映させつつ，教員養成課程や教員研修の内容を精査

すること(注10)。 

ii. その内容に，英語教育におけるテスト本来の役割と教師が果たすべき役割，テストについ

ての基礎知識と適切な使用方法(注11) を含めること。 

(6) 学習につながるテスト結果の活用 

4 技能テストの結果を，高校と大学入学後の学習に十分生かすために，全てのテスト機関は，

指導や学習により役立つようなスコアレポートと関連資料(注12) を提供すること。さらに，テス

ト使用者が指導や学習に活かすことができるような手順や方策(注13) を提案すること。 

 

3. 結び 

日本言語テスト学会は，教員やテスト関係者に対するアセスメント・リタラシー（評価・テスト

についての知識・スキル）習得を促進する啓発活動を過去 20年間行ってきた。当学会では，このよ

うな活動を引き続き行うとともに，他の学会や組織とも協力しながら，大学入試改革に向けて積極

的に協力する準備がある。また，学会構成員である私たち自身も 1人 1人が，教員として，また評

価とテストに関わる当事者として，それぞれの専門分野・知識を生かし，大学入試や教室における



 

評価，教育実践の改善に全面的に協力をしていく所存である。 

 

注 
(注 1) 重要な意思決定を行うにあたっては得点の信頼性―複数回受けても能力が変わらなければ同じ

結果が得られる等の得点の安定性―を考慮すべきであることは言うまでもないが，学習者に好ま

しい影響を与えるかどうかを最優先の判断基準とする必要がある。 
(注2) 最新の研究成果は，渡部・小泉・飯村・髙波 (2016) やKunnan (2013)，Fulcher & Davidson (2012) 

等を参照のこと。 
(注 3) テストの目的，測定しようとする能力及び受験対象者等は英語 4 技能試験情報サイト

http://4skills.jp/qualification/comparison.htmlにまとめられている。しかし，詳細が未公開な場合もあり，(2) 

ii で述べたように，さらに情報公開を求めていくべきである。得点の信頼性や測定の標準誤差，採点者

の訓練・採点方法，定期的なテスト分析結果の報告書などが今後必要な情報の例である。 
(注 4) 例えば，大学入学希望者学力評価テスト（仮称）における英語のテストで扱われる語彙は習得語彙に

合致していることが求められる。さらに，学習指導要領と各種外部テストの語彙数との関係についても配

慮する必要がある。 
(注 5) 民間の資格・検定試験には日本で広範に受験されている TOEFL

®，TOEIC
®，実用英語技能検定を

例に考えても，それぞれ「英語を用いて高等教育機関で学業を修める力」「日常的な内容からビジネス

まで幅広い英語のコミュニケーション力」「英語圏の社会生活に必要な英語力」と測定の対象が異なって

いる。またテスト結果の提示方法（スコアの出し方，合否等）も異なるため，これらを比較し換算すること

は極めて困難である。 
(注 6)

 大学入学時点で求められる英語力のレベルと質，入学後に授業履修や単位取得に必要となる英語

力や英語教育内容については大学・課程・専門分野などで様々であるため，各大学が組織的・具体的

に調査し，それに見合ったテストを選定・利用することが望ましい。詳しくは，言語教育や言語テスト作成

におけるニーズ分析の手法（例：小山, 2016; Bachman & Palmer, 2010）等を参照のこと。 
(注 7) 首都圏と過疎地域では受験可能な試験，開催回数等に大きな隔たりがある。人口比に応じた試験会

場・受験者受け入れ数の設定等，格差を是正する具体的な方策を示す必要がある。 
(注8) 

4技能をバランスよく高めようとする動機付けの効果等，プラスの影響が出る可能性がある一方，テスト

対策の時間が増加し，出題される可能性は低いが技能としては重要なものが扱われず，指導・学習の

範囲や内容が狭まる可能性もある。 
(注 9)

 テストによる教育効果については，テスト使用者がテストを適切に使えば良い影響が，不適切に使え

ば悪い影響が起こりえることを実証研究は示している。複数のテストが使われる場合には各テストの目的，

課題の例等詳細を使用者の便宜をはかり整理をして提供する必要がある。 
(注10)

 教員養成課程や教員研修においてアセスメント・リテラシーの向上を目的とした科目を加える

ことなどが考えられる。英語 4 技能を適切に評価することにより，フィードバックを基に効果的

かつバランスのとれた指導につなげうることが期待できる。 
(注11) 各種テストが広く使われることは，使用者の側に結果を正しく読みとる叡智が必要とされるこ

とを意味する。教員の側でも，基本概念やテスト作成原理を体得し，テスト結果の処理や分析お

よび解釈のための基本的な統計の知識を備える機会ととらえる必要がある。 
(注12) 例えば，英語力全体や技能ごとのスコア，その点を取る学習者はどのようなことが一般的にで

きるかの記述，学習へのアドバイス (詳細は渡部他, 2016の第 3.2.10節参照)。 
(注13)

 英語運用能力を高める方法と英語の試験で高い点を取るための学習方法は関連が強い。例えば，

ノートをとりながら英文を読んだり聞いたりして要点をまとめることは，どのようなテスト課題

にも有効な準備学習である。受験を忌避するのではなく，積極的に生かす態度が特に指導者には



 

求められる。 
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